
事 務 連 絡 

令和４年１２月２８日 

 

建設業者団体の長 殿 

 

国土交通省不動産・建設経済局 

建 設 業 課 長 

 

 

「電子情報処理組織を使用して建設業の許可を申請する場合に提出を 

省略することができる書面又は書類を定める件」の制定について 

 

 

令和５年１月からの建設業許可・経営事項審査電子申請システムの運用に向け、本

年８月に公布された建設業法施行規則の一部を改正する省令（令和４年国土交通省令

第 60 号）により、建設業法施行規則（昭和 24 年建設省令第 14 号）を改正し、電子

申請システムにより建設業許可の申請を行った場合は、申請時に提出が必要な書類の

うち「国土交通大臣が定める一部の書面又は書類」について、その提出を省略するこ

とができることとしたところです。 

これを受け、今般、「電子情報処理組織を使用して建設業の許可を申請する場合に 

提出を省略することができる書面又は書類を定める件」（令和４年国土交通省告示第

1302号）を告示し、下記のとおり、提出を省略することのできる書面又は書類を定め

たので、お知らせします。 

貴団体におかれては、内容につき、傘下の会員企業に周知いただきますようお願い

いたします。 

 

記 

 

１．電子申請システムにより建設業許可の申請をする者は、専任技術者証明書のうち、

「技術検定の第二次検定の合格証明書」及び「監理技術者資格者証の写し」の提出

を省略することができることとする（合格証明書：令和５年１月10日～，監理技術

者資格者証の写し：同年４月１日～）。 

２．電子申請システムにより国土交通大臣に対して建設業許可の申請をする者は、当

該者が法人である場合にあっては「登記事項証明書」を、当該者が個人である場合

（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理

人が法人である場合に限る。）にあっては「その法定代理人の登記事項証明書」の

提出を省略することができることとする（令和５年１月10日～）。 

以上 
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○
国
土
交
通
省
告
示
第
千
三
百
二
号

建
設
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
建
設
省
令
第
十
四
号
）
第
三
条
第
三
項
、
第
四
条
第
三
項
（
同
規
則
第
十
三

条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
電
子
情
報
処
理
組
織
を

使
用
し
て
建
設
業
の
許
可
を
申
請
す
る
者
が
提
出
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
面
又
は
書
類
を
次
の
よ
う
に
定
め
る

。

令
和
四
年
十
二
月
二
十
八
日

国
土
交
通
大
臣

斉
藤

鉄
夫

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
建
設
業
の
許
可
を
申
請
す
る
場
合
に
提
出
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
書
面

又
は
書
類
を
定
め
る
件

建
設
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
規
則
」
と
い
う
。
）
第
三
条
第
三
項
、
第
四
条
第
三
項
（
同
規
則
第
十
三
条
第
一
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推

進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電
子
情

報
処
理
組
織
（
以
下
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
い
う
。
）
を
使
用
し
て
一
般
建
設
業
又
は
特
定
建
設
業
の
許
可
を
申

請
す
る
者
が
提
出
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
書
面
又
は
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

規
則
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
一
般
建
設
業
の
許
可
を
申
請
す
る
者
が
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提
出
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
書
面
は
イ
に
掲
げ
る
書
面
と
し
、
規
則
第
十
三
条
第

三
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
特
定
建
設
業
の
許
可
を
申
請
す
る
者
が
提
出
を
省
略
す
る

こ
と
が
で
き
る
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
書
面
は
ロ
に
掲
げ
る
書
面
と
す
る
。

イ

次
に
掲
げ
る
書
面

⑴

規
則
第
三
条
第
二
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
面
の
う
ち
建
設
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十

七
条
第
五
項
の
第
二
次
検
定
の
合
格
証
明
書

⑵

規
則
第
三
条
第
二
項
第
四
号
に
掲
げ
る
書
面

ロ

次
に
掲
げ
る
書
面

⑴

規
則
第
十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
面
の
う
ち
建
設
業
法
第
二
十
七
条
第
五
項
の
第
二
次
検
定
の

合
格
証
明
書

⑵

規
則
第
十
三
条
第
二
項
第
四
号
に
掲
げ
る
書
面

二

規
則
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
一
般
建
設
業
の
許
可
を
申
請
す
る
者
及

び
規
則
第
十
三
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て

特
定
建
設
業
の
許
可
を
申
請
す
る
者
（
い
ず
れ
も
国
土
交
通
大
臣
に
対
し
て
申
請
す
る
者
に
限
る
。
）
が
提
出
を

省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
る
書
類
は
、
当
該
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
同
条
第

一
項
第
十
号
に
掲
げ
る
書
類
と
し
、
当
該
者
が
個
人
で
あ
る
場
合
（
営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
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有
し
な
い
未
成
年
者
で
あ
っ
て
、
そ
の
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
同
項
第
十
一

号
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。
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附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
五
年
一
月
十
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
号
イ
⑵
及
び
ロ
⑵
の
規
定
は
、
令
和
五
年
四

月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


